
＜処遇改善加算＞職場環境等要件の取組内容について 
ADDS Kids 1st 鎌倉 
 

 要件項⽬ 当法⼈の取り組み 

⼊職促進に向け

た取組 

法⼈や事業所の経営理念や⽀援⽅針・⼈

材育成⽅針、その実現のための施策・仕

組みなどの明確化 

定期的な会議の開催と資料により周知してい

る 

他産業からの転職者、主婦層、中⾼年齢

者等、経験者・有資格者等にこだわらな

い幅広い採⽤の仕組みの構築 

時短制度の導⼊、育児介護休暇の充実により

幅広い層の⼈材採⽤を⾏っている。 

職業体験の受⼊れや地域⾏事への参加や

主催等による職業魅⼒向上の取組の実施 

⼼理⼠等の実習の受け⼊れや地域イベントへ

の参加を⾏っている。 

資質の向上やキ

ャリアアップに

向けた⽀援 

働きながら介護福祉⼠等の取得を⽬指す

者に対する実務者研修受講⽀援や、より

専⾨性の⾼い⽀援技術を取得しようとす

る者に対する喀痰吸引研修、強度⾏動障

害⽀援者養成研修、サービス提供責任者

研修、中堅職員に対するマネジメント研

修の受講⽀援等 

児童発達⽀援管理責任者や相談⽀援専⾨員の

研修など、⼀定の実務経験がある職員に対し

て積極的に研修受講を促している。 

上位者・担当者等によるキャリア⾯談な

ど、キャリアアップ等に関する定期的な

相談の機会の確保 

半年に 1 回定期⾯談を⾏っている。 

両⽴⽀援・多様

な働き⽅の推進 

職員の事情等の状況に応じた勤務シフト

や短時間正規職員制度の導⼊、職員の希

望に即した⾮正規職員から正規職員への

転換の制度等の整備 

短時間正規職員制度を導⼊している。 

条件が合致した場合に、⾮正規職員から正規

職員への転換を⾏っている。 

有給休暇が取得しやすい環境の整備 担当する個別⽀援が⼊っていない⽇を設ける

ことや、代⾏ルールを定めている。 

腰痛を含む⼼⾝

の健康管理 

短時間勤務労働者等も受診可能な健康診

断・ストレスチェックや、従業者のため

の休憩室の設置等健康管理対策の実施 

雇⽤形態に関わらず社会保険加⼊の場合は全

員健康診断を受診している。 

事故・トラブルへの対応マニュアル等の

作成等の体制の整備 

安全管理・衛⽣委員会の設置やマニュアルの

作成を⾏っている。 

⽣産性向上のた

めの業務改善の

取組 

現場の課題の⾒える化（課題の抽出、課

題の構造化、業務時間調査の実施等）を

実施している 

事業所運営上の課題抽出の機会や、プログラ

ム効率や業務改善のためのスタッフ向けアン

ケートを実施している。 



業務⼿順書の作成や、記録・報告様式の

⼯夫等による情報共有や作業負担の軽減 

プログラム実施の際の⼿順書を作成したり、

⼦供ごとに課題の記録ができる独⾃の ICT ツ

ールを活⽤している 

業務⽀援ソフト（記録、情報共有、請求

業務転記が不要なもの。）、情報端末（タ

ブレット端末、スマートフォン端末等）

の導⼊  

請求ソフトに加え、独⾃の ICT ツールを活⽤

して、個別カリキュラムの進捗管理、記録、

保護者や他担当者との情報共有などが、タブ

レット端末などでできる環境を整えている。 

介護ロボット（⾒守り⽀援、移乗⽀援、

移動⽀援、排泄⽀援、⼊浴⽀援、介護業

務⽀援等）⼜はインカム等の職員間の連

絡調整の迅速化に資する ICT機器（ビ

ジネスチャットツール含む）の導⼊ 

社内 SNS ツールの活⽤により情報共有や連絡

調整がしやすい⼯夫を⾏っている。 

やりがい・働き

がいの醸成 

ミーティング等による職場内コミュニケ

ーションの円滑化による個々の福祉・介

護職員の気づきを踏まえた勤務環境や⽀

援内容の改善 

原則毎⽇出勤しているスタッフ全員のミーテ

ィングを実施し、職場内コミュニケーション

の円滑化や⼈材育成に努めている。 

地域社会への参加・包容（インクルージ

ョン）の推進のため、モチベーション向

上に資する、地域の児童・⽣徒や住⺠と

の交流の実施 

地域向けのインクルーシブイベントの主催

や、地域イベントへのブース出店、参加など

を通して、インクルージョンの推進に努めて

いる。 

利⽤者本位の⽀援⽅針など障害福祉や法

⼈の理念等を定期的に学ぶ機会の提供 

定期的に⽀援⽅針や理念の共有を⾏う会議を

開催している。 

⽀援の好事例や、利⽤者やその家族から

の謝意等の情報を共有する機会の提供 

ケースミーティングによる好事例の共有や、

や、保護者アンケートの振り返り、受け取っ

たメッセージの社内共有などを⾏っている。 
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